参考様式２４　　　　　　譲受人（借受人）の営農計画を記入する。
営農計画書
	農地等に係る
権利の取得の目的
及び経営の方針
	　これまで兼業農家であったが、会社を定年退職したことから、農地を新たに取得し、営農活動に力を入れる。


	作目及び利用計画

	　田には水稲を作付けする。
　畑にはブロッコリーを作付けする。
　将来は、更に規模拡大し、ハウス野菜を栽培する予定。


	必要な作業及び
その従事者並びに
労力の確保の方法

	　耕起から収穫までの一連の作業を夫婦で行なう。


	通作の距離、
時間及び方法

	　申請地は、自宅から10ｋｍの距離にあり、車で10分程度である。
　軽トラックで通作する。


	農機具の保有
状況、購入予定
及び保管場所

	　トラクタ１台、田植え機１台、コンバイン１台、草刈機２台、軽トラック１台を保有している。
　農機具は、自宅の農業用倉庫に保管する。


	農作物の出荷先

	　ＪＡ○○に出荷するほか、近隣の直売所で販売する。


	農業協同組合及び
農業共済組合への
加入状況（予定）
	　ＪＡ○○及び△△農業共済組合に加入している。


	周辺地域における農地等の利用に
対する影響及び
その調整の状況
	　水利組合に加入し、水利調整を図る予定。


	地域の農業に
おける他の農業
者との役割
分担の計画
	


	その他参考と
なるべき事項
	　ＪＡの指導員の営農指導を受ける。



注　１　「地域の農業における他の農業者との役割分担の計画」欄は、農地法第３条第３項の規定により農地等の権利移動の許可を受けようとする場合に記入するとともに、当該役割分担について遵守する旨を記載した確約書を添付すること。
　　２　「その他参考となるべき事項」欄は、農作業の経験がない場合の技術の取得の方法、所有権の移転と利用権の設定を併せて行う場合の理由等を記入すること。
備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。
